
別記様式（第17条関係）

No 指　摘　事　項 措　置　の　状　況
改 善 又 は
検討の目標
年 月 日

1 委託料の執行

（教育総務課）

①協定書に定められた再委
託の承諾手続を行っていな
い。

（藤沢市八ヶ岳野外体験教
室管理運営業務）

　基本協定書第１３条にお
いて、指定管理者は書面に
よりあらかじめ藤沢市の承
諾を得た場合でなければ再
委託は禁止されているが、
再委託業務一覧を記載した
年度事業計画を承認してい
るのみで、協定書に定めら
れた承諾手続きを行ってい
ない。また、再委託業務一
覧に記載されている業務以
外の業務についても一部再
委託が行わている。

市長等の措置に係る通知書

　　（教育部） ２０２４年１１月５日監査執行

　再委託業務については、指定管理者
から一部管理業務の再委託実施の承認
依頼の提出を求め、承諾の手続きを
行った。
　今後は年度協定書締結時に、仕様書
等に記載された各業務について、再委
託の有無を確認するとともに、定期的
に各業務の履行状況を確認する。

２０２５年
４月１日



別記様式（第17条関係）

No 指　摘　事　項 措　置　の　状　況
改 善 又 は
検討の目標
年 月 日

2

（株式会社八ヶ岳高原ロッ
ジ）

①協定書に定められた再委
託の承諾申請手続を行って
いない。

　基本協定書第１３条にお
いて、指定管理者は書面に
よりあらかじめ藤沢市の承
諾を得た場合でなければ再
委託は禁止されているが、
再委託業務一覧を記載した
年度事業計画を申請してい
るのみで、協定書に定めら
れた承諾申請手続きを行っ
ていない。また、再委託業
務一覧に記載している業務
以外の業務についても一部
再委託を行っている。

藤沢市八ヶ岳野外体験教室
に係る指定管理者の業務

市長等の措置に係る通知書

　　（教育部） ２０２４年１１月５日監査執行

　再委託業務について、藤沢市に承認
依頼の申請を行った。
　今後は年度協定書締結時に、仕様書
等に記載された各業務について、再委
託を行う場合は漏れなく承認依頼の申
請を行うとともに、定期的に各業務の
履行状況を報告する。

２０２５年
４月１日



別記様式（第17条関係）

No 指　摘　事　項 措　置　の　状　況
改 善 又 は
検討の目標
年 月 日

1 委託料の執行

（教育指導課）

①変更契約や指示書の取り
交わし等をしていないもの
がある。
（当該業務の問題点につい
ては令和５年度の履行状況
を確認）

令和６年度藤沢市小・特別
支援学校体育大会等業務

水泳大会の中止、国際教育
推進会等の未実施等、仕様
書と実際の履行状況が異
なっている部分があり、他
に転用しているものがあっ
た。
　事業の中止や変更が生じ
た場合は変更契約や指示書
の取り交わし等を行い、事
業費の執行に残金が生じた
場合には前払いした委託料
を精算すべきである。

市長等の措置に係る通知書

　　（教育部） 2024年11月5日監査執行

２０２５年
３月２１日

令和６年度は水泳大会の中止、事業
の一部変更等があったため、変更契
約の取り交わしを行った。
今後も日々変化する学校の事情や状
況に柔軟に対応し、事業の変更等が
あった場合には変更契約を行い、事
業費に残金が生じた場合は委託料の
精算を行うなど、適正な事務執行に
努める。



別記様式（第17条関係）

No 指　摘　事　項 措　置　の　状　況
改 善 又 は
検討の目標
年 月 日

1 施設（敷地・建物）の管理

（学校施設課）

①敷地境界の状況が明確に
把握されていない学校があ
る。

　学校の敷地について調査
を行ったところ、境界を認
識していない学校があっ
た。
　『藤沢市公有財産規則
（平成８年６月２４日規則
第２２号）』第９条に、
「行政財産は、当該行政財
産を直接使用し、又は所管
する課等の長が管理す
る。」とあり、第１０条に
おいて、「公有財産を管理
する課等の長は、その所管
に属する公有財産について
（３）隣接地との境界の状
況を常に調査し、適正な維
持保存及び効率的な運用に
努めなければならない。」
とある。また、『藤沢市立
学校の管理運営に関する規
則（昭和３５年４月３０日
教委規則第２号）』第２４
条において、「校長は、学
校の施設及び設備（備品を
含む。以下同じ）の管理を
総括し、その整備保全に努
めなければならない。」と
あることから、学校におい
ても敷地境界を把握する必
要がある。

市長等の措置に係る通知書

　　（教育部） ２０２４年１１月５日監査執行

　敷地平面図に学校の敷地境界を示
し、学校施設課及び各学校がお互い
に常に確認できるよう、校務用パソ
コン上の、誰もが参照可能な共有
フォルダに保存し、全学校に周知し
た。
　今後は、各学校が敷地境界の状況
を把握し、いつでも確認できるよう
にする。

２０２５年
４月１０日


